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　調布｢憲法ひろば｣は3月20日(水･休) 13:30～､たづくり1002会議室で､しんぶん｢赤旗｣日曜版デスクの山田健介さん(写真右)をお招きし､第199回例会を開きました。司会は丸山重威世話人(写真左)、記録は三浦久美子世話人が担当しました。参加はZOOM視聴13人を含め50人でした。(編集部)
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『赤旗』は日刊紙・日曜版あわせて約３百人、日曜版は約40人の体制。読者数はあわせて約85万部。｢桜を見る会｣ではＪＣＪ大賞、学術会議問題等でも受賞、と自己紹介して本題に。





◇キックバックの構図





　自民党派閥がパーティの収入･支出を政治資金報告書に書かず、裏金を作っていた。これまでの汚職事件は特定の企業から特定の政治家にお金が渡されたので、その政治家を切れば済んた。今回はほとんどの有力議員が関わり、政治資金パーティを利用してシステマティックに裏金をつくるという、これまでと違う特徴がある。


　どの派閥もパーティ前に企業巡りをして券を買ってもらうが、それを記載していない安倍派･二階派が問題になり、大臣･政務三役などが辞めた。合計10人が調べを受けたが多くは立件されなかった。だが｢白｣ではないので、立件されないことへの国民の不満が募っている。『赤旗』は、選挙で選ばれた議員なので、これを逮捕することより民主的な選挙で自民党政治を終わらせることが大事という立場でこれに臨んでいる。


　リクルート事件などで企業献金が問題となった時、中選挙区制はお金がかかるから小選挙区制に変えると問題をすり替え、政党助成金を導入して企業献金はなくすと約束した。


　その結果、政党助成金は自民党だけで４千４百億円、今回の裏金事件の後も百60億円もらっている。しかも約束を反故にした企業･団体献金が各政党支部で52億円あり、その９割が自民党。この仕組み自体を止めないと同じ構図が続く。


　04年に森派が年１億円位の餅代･氷代を書かず問題になった。そこで考えたのが政治資金パーティによる裏金作り。自民党のパーティは大事な選挙の前などに開催し、すべての収入の８割を占める。最初は荒稼ぎしている麻生派を調べたが、安倍派がもっと多く集めていたことがわかった。地方でも同じことが行われているが、地方メディアしか報道しないので、全国問題にならない。


　共産党の塩川議員が指摘したように、参院選で改選の議員だけキックバックが多く、選挙に裏金が使われたことは明らかだ。派閥のパーティで裏金を作り、これを選挙資金にする。Ｄａｐｐｉなどでデマを流して世論操作し、統一教会が落ちそうな議員を支援する。大手メディアとの会食は日本独特で海外メディアも驚いている。検察も含め、官庁人事にも介入する。





◇なぜ、スクープできたのか





　政治資金規正法では、政治資金は政治団体で管理し公表する。政治資金パーティは一回20万円までは記載が不要で隠しやすい。『赤旗』日曜版の若手の記者が疑問に思い、各企業･団体に取材して明らかにしたが、その直後に安倍元首相が亡くなり、統一教会問題が中心になった。


政治資金収支報告書の公開は11月で、このままでは２０１７年までの分が時効になるので今回公表した。派閥に質問すると、そこだけ修正することを繰り返す。上脇教授は訂正は罪の告白であり、検察が不起訴にしても、検察審査会で国民の良心が許さないだろうと考えて、その都度告発している。23年秋頃から東京地検特捜部が派閥パーティを調べているとうわさが出て、私たちに資料を送って欲しいとの電話が増えた。日曜版でもさらに調査し、おっかけスクープになった。





◇この後どうなるか





　国民は怒り、立件されないことへの不満は、くすぶり続けている。これから、告発が続く。政治資金団体ではなく、個人でもらっていた場合は、追徴税の対象になる。いま明らかになっているのは５年分だが、20年前からやっていて、追徴税の時効は、悪質な場合７年なので、麻生派も遡れば対象になる。





◇疑惑の方程式





　パーティ券は買った人と券の枚数が異なるが、その割合に気付いた人がいて、計算すると、収入金額に０・６７５をかけると購入者数になった。


　岸田首相も、個人の政治資金パーティを延期しているが、中止にはしない。中止するとお金を返す必要があり、１万円以上の支出は公表しなければならないので中止できないというところに追い込まれている。


　各党の収入は、自民党など政党交付金が多く、献金も大半は企業献金。共産党は『赤旗』の事業収入がほとんどだが、新聞の配達･輸送で支出も多い。選挙にお金がかかると言うが、共産党も普通の選挙はできる。市民とジャーナリストは協力していかなければならないし、庶民的な怒りがエネルギーになっている。





◇大手メディアと権力の距離感





　｢桜を見る会｣の報道以降、安倍元首相は、頻繁にメディア幹部と食事していて、岸田首相はそれを引き継いでいるが、これは日本の大手メディアの異常なところだ。『赤旗』取材の特徴は、庶民の立場でみておかしいという視点を持つところ。違和感をもったことは、10分間、本気で調べるのが私のやり方だ。また、スープストックのように、スクープのストックもやる。処理水の問題もストックしていて、近いうちに出す。なぜそれができるのかといえば、一斉の報道では太刀打ちできないので、時間をずらすなどのたたかいをし、国会議員･地方議員･共産党のネットワークも活用する。


　為政者に都合のいい報道ではなく、今のおかしい状態を庶民の力で変えることに資することができる報道をしたい。それが私たちの願いであり、そういう思いでやっている。今後も、全力で取材していく。


（三浦久美子・記）




















